
7 愛西市議会だより	 2011/8

企
画
部
長

　

合
併
後
、
特
例
債
を
使
っ
た
事

業
、
小
・
中
学
校
の
耐
震
事
業
な

ど
完
了
し
た
も
の
と
い
ま
だ
継
続

中
の
も
の
を
含
め
て
、15
の
事
業
、

起
債
総
額
で
39
億
9
千
420
万
円
。

こ
う
い
っ
た
事
業
と
は
別
に
、
基

金
造
成
と
し
て
26
億
8
千
700
万
円

の
起
債
で
、
合
計
66
億
8
千
120
万

円
で
あ
る
。
資
金
の
借
り
入
れ
は

民
間
資
金
で
、
調
達
と
な
っ
て
お

り
、
償
還
額
・
償
還
期
限
を
設
定

し
、
利
率
を
決
定
し
て
借
り
入
れ

を
し
て
い
る
。
償
還
額
な
ど
を
勘

定
し
て
、
償
還
期
間
を
5
年
、
10

年
、
20
年
を
設
定
し
、
主
に
元
金

均
等
返
済
と
し
て
い
る
。
7
割
が

新
市
建
設
計
画
の
検
証
を

地
域
防
災
の
重
要
性
と
高
揚
は

大 野 則 男 議員

質
　
問

　

新
市
建
設
計
画
は
、
新
市
の
方

向
性
を
示
す
も
の
で
あ
り
、
本
計

画
が
17
年
か
ら
26
年
ま
で
の
10
年

間
の
将
来
を
見
据
え
た
長
期
的
な

観
点
に
立
ち
、
住
民
意
向
を
十
分

反
映
し
、
基
本
方
針
を
総
合
的
な

主
要
施
策
と
定
め
、
地
域
間
の
均

衡
あ
る
発
展
、
福
祉
の
向
上
を
図

ろ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
住
民
か
ら
み
て
新
市

建
設
計
画
が
バ
ラ
ン
ス
よ
く
、
実

施
が
さ
れ
て
い
る
か
。
6
年
間
の

本
計
画
の
検
証
と
と
も
に
、
特
例

債
を
使
っ
た
事
業
に
つ
い
て
総
額

と
返
済
方
法
・
返
済
計
画
を
問
う
。

質
　
問

　

地
域
防
災
の
重
要
性
と
高
揚
に

つ
い
て
、
合
併
後
、
サ
ー
ビ
ス
に

重
き
を
置
い
た
中
、
い
ろ
ん
な
政

策
を
進
め
て
き
た
と
思
う
が
、
今

回
の
東
北
の
大
震
災
が
発
生
し
た

中
、
我
が
市
に
お
い
て
も
市
民
の

財
産
・
命
を
守
る
作
業
に
重
き
を

置
く
必
要
が
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
防
災
マ
ッ
プ
の
見
直

し
だ
が
、
地
域
住
民
と
共
に
、
地

域
防
災
マ
ッ
プ
を
作
る
作
業
を
進

め
る
べ
き
だ
。
各
行
政
が
管
理
し

て
い
る
施
設
で
の
訓
練
対
応
並
び

に
啓
発
高
揚
を
ど
う
努
め
て
い
る

か
、
い
ろ
ん
な
場
面
を
想
定
し
て

い
る
の
か
。
防
災
訓
練
だ
が
、
自

主
防
災
会
の
み
な
ら
ず
、
そ
の
地

域
に
合
っ
た
防
災
訓
練
を
考
え
る

べ
き
だ
が
。

総
務
部
長

　

防
災
マ
ッ
プ
だ
が
、
一
応
市
の

防
災
マ
ッ
プ
は
全
体
を
示
し
た
も

の
で
あ
り
、
地
域
の
事
情
に
合
っ

た
地
域
防
災
マ
ッ
プ
は
必
要
と
思

う
。
た
だ
、
協
働
で
作
る
と
い
う

前
提
の
中
で
、
防
災
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
、防
災
リ
ー
ダ
ー
が
い
る
の
で
、

意
見
を
い
た
だ
き
対
応
す
る
。

　

愛
知
県
の
補
助
事
業
で
は
あ
る

が
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
地
域
共
同
事
業

で
手
づ
く
り
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作

成
支
援
事
業
が
あ
る
。
啓
発
高
揚

だ
が
、
メ
ー
ル
発
信
や
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
も
活
用
し
、
一
つ
の
方
法

じ
ゃ
な
く
複
数
の
手
法
を
使
い
発

信
し
て
い
く
。

起債制限比率（3年平均） 基金残高（単位：千円）

旧佐屋町 4.5 4,123,525

旧立田村 4.5 4,138,885

旧八開村 3.5 1,004,386

旧佐織町 6.2 3,064,479

基金残高については、平成17年3月31日時点です。
（起債制限比率、20％を超えると一部の起債が制限される。）

普
通
交
付
税
の
基
準
財
政
需
要
額

に
算
入
さ
れ
て
い
る
。
残
り
4
年

の
見
通
し
だ
が
、
耐
震
性
貯
水

槽
設
置
事
業
、
本
庁
舎
の
増
改

築
、
防
災
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
セ
ン

タ
ー
、
防
災
無
線
整
備
事
業
が
考

え
ら
れ
る
。今
現
在
、市
民
の
ニ
ー

ズ
、
財
政
面
か
ら
考
え
て
、
総
合

的
な
判
断
の
中
で
、
バ
ラ
ン
ス
よ

く
事
業
が
さ
れ
て
い
る
も
の
と

思
っ
て
い
る
。


